
新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要綱
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   第１章 総則

 （趣旨）

第１条 この要綱は，大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

に係る大規模小売店舗の新設，変更等の事務処理に関し，必要な事項を定めるものとする。

 （適用）

第２条 大規模小売店舗の新設，変更等の届出については，法，大規模小売店舗立地法施行

令（平成１０年政令第３２７号。以下「施行令」という。）及び大規模小売店舗立地法施

行規則（平成１１年通商産業省令第６２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，

この要綱に定めるところによる。

   第２章 準備書

 （準備書）

第３条 市長は，法第５条第１項，法第６条第２項並びに法附則第５条第１項及び第３項の



規定による届出をする者（以下「届出者」という。）に対して，必要に応じて，事前に新

設計画準備書又は変更計画準備書（以下「準備書」という。）の提出を求めることができ

るものとする。

２ 準備書の提出部数は，大規模小売店舗の新設の計画にあっては３０部とし，既存の大規

模小売店舗の変更の計画にあっては３０部を超えない範囲でその都度市長が定める部数と

する。

３ 届出者は，準備書の作成をしようとするときは，あらかじめ市長と密接に連絡を取り，

必要があると認めるときは市長に協力を求めることができる。

４ 第２項の規定にかかわらず，市長が必要と認めるときは，提出部数を変更することがで

きる。

５ 準備書は，別に定めるところにより作成するものとする。

６ 市長は，準備書の記載事項に対し必要に応じて指導，助言等をすることができる。

   第３章 届出等

 （届出書等の提出部数等）

第４条 規則で定める届出書の提出部数は，次に掲げる届出書の様式の区分に応じ，それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

 （１） 規則様式第１ ３０部

 （２） 規則様式第３，第５，第６及び第８ ３０部以内

（３） 規則様式第２ ３部

 （４） 規則様式第４及び第７ ３部

２ 前項第２号に掲げる様式による届出は，規則第４条で定める書類のうち，当該届出の変

更事項に係るものを添付して行うものとする。

３ この要綱で定める報告書等の提出部数は，次に掲げる報告書等の様式の区分に応じ，そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。

 （１） 別記様式第１号及び第１０号 １部



 （２） 別記様式第３号，第６号，第８号，第９号，第１２号及び第１６号（別記様式第

１６号にあっては添付書類を添付しない場合に限る。） １部

 （３） 別記様式第１６号（前号に掲げるものを除く。）及び第１８号 ３０部以内

４ 前条第４項の規定は，第１項又は前項の規定による届出書等の提出部数について準用す

る。

 （届出等の公告）

第５条 法第５条第３項（法第６条第３項，法第８条第８項及び法第９条第５項において準

用する場合を含む。次条第１項において同じ。），法第６条第６項，法第８条第３項及び

第６項並びに法第９条第３項の規定による公告は，新潟市公告式条例（昭和２５年新潟市

条例第３７号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示することにより行うものとし，必要

に応じて新潟市ホームページに掲載するものとする。

 （届出等の縦覧）

第６条 法第５条第３項，法第８条第３項又は第６項の規定による縦覧は，経済部商業振興

課及び届出に係る店舗の所在地を所管する区役所において行うものとする。

２ 新潟市の休日を定める条例（平成元年新潟市条例第３５号）第１条第１項に掲げる日は，

縦覧を行わない。

３ 縦覧時間は，午前８時３０分から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。

 （軽微な変更）  

第７条 届出者は，法第６条第４項ただし書の規定による軽微な変更として認める旨の要望

を行うときは，別記様式第１号を規則第７条第２項の届出書に添付して提出するものとす

る。          

２ 市長は，法第６条第２項の規定による届出が，規則第８条に規定する軽微な変更に該当

すると認めるときは，別記様式第２号により届出者に通知するものとする。

 （届出の取下げ）

第８条 届出者は，法第５条第１項，法第６条第２項及び法附則第５条第１項（同条第３項



において準用する場合を含む。）の届出後，当該届出を取り下げようとするときは，別記

様式第３号により，市長に提出するものとする。

２ 第６条の規定は，前項の規定による届出の取下げについて準用する。

   第４章 説明会

 （説明会に代わる要旨の掲示等）

第９条 市長は，規則第１１条第２項の規定により法第６条第２項の届出に係る規則第１１

条第１項の方法による説明会を掲示に代えることを認めるときは，別記様式第４号により

届出者に通知するものとする。

２ 前項の規定により通知を受けた者は，市長と協議の上，掲示場所，掲示期間等を公告す

るものとする。

３ 規則第１１条第２項の規定による掲示は，当該掲示に係る届出が法第６条第３項の規定

による縦覧に供されている間，別記様式第５号により行うものとする。

４ 前項の規定による掲示をした者は，掲示期間終了後速やかに，別記様式第６号により，

掲示の概要を市長に報告するものとする。                    

 （説明会の開催）

第１０条 市長は，法第７条第１項の規定による説明会の開催に当たって，開催の日時，場

所，公告の範囲等について，届出者に対し必要な助言を行うことができるものとする。

２ 市長は，大規模小売店舗周辺の地域の生活環境に与える影響が大きいため複数回の開催

が必要と認める場合は，その旨を別記様式第７号により届出者に通知するものとする。

３ 届出者は，法第７条第２項による説明会開催の公告をしようとするときは，前２項の規

定に留意し，開催の時期，内容等について，あらかじめ，別記様式第８号による地元説明

開催計画書（以下「計画書」という。）により市長に報告するものとする。

４ 規則第１２条第３号の規定により市長が適切と認める方法は次によるものとする。

 （１） 時事に関する事項を掲載する地元紙を含む日刊新聞紙３紙以上に折り込み広告を

すること。



 （２） 市長が説明会対象者と定めた者に説明会の案内を直接配布すること。

 （３） 前２号に定めるもののほか，市長が適切と認める方法

５ 法第７条第２項の規定により公告する事項は，同項に定める事項のほか，次に掲げる事

項とする。

 （１） 大規模小売店舗の新設又は変更に係る地元説明会であること。

 （２） 大規模小売店舗の名称及び所在地

 （３） 大規模小売店舗の設置者及び大規模小売店舗で小売業を行う者のうち主たる小売

業者の氏名又は名称及び住所並びに小売業を行う者の数

 （４） 新設又は変更を行う日

 （５） 新設又は変更の概要

 （６） 大規模小売店舗内の店舗面積の合計（前号の概要に含まれる場合を除く。）

 （７） 当該説明会に係る問い合わせ先

６ 届出者は，説明会終了後速やかに，説明会の概要を別記様式第９号による地元説明実施

状況報告書（以下「報告書」という。）を市長に提出するものとする。

７ 第３項の計画書及び第６項の報告書（以下「計画書等」という。）の提出は，電子計算

処理組織（市長が指定する電子計算機と，計画書等を提出しようとする者の使用に係る電

子計算機とを，電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を利用して送信する

ことにより行うことができる。

８ 前項の規定により行われた提出は，同項の市長が指定する電子計算機に備えられたファ

イルへの記録がなされた時に到達したものとみなす。

 （説明会を開催することができない場合）

第１１条 届出者は，規則第１３条第１項の規定により，法第７条第２項の規定による公告

をした説明会を開催することができない場合には，市長と協議の上，別記様式第１０号に

より説明会を開催することができない旨の報告を行うものとする。

２ 市長は，前項の報告が規則第１３条第１項の事由に該当すると認められる場合は，別記



様式第１１号により届出者に説明会を開催することができないことを承認する旨通知する

ものとする。

３ 規則第１３条第２項第３号の規定により市長が適切と認める方法は，次によるものとし，

説明会を開催することができないことを周知した後速やかに別記様式第１２号により市長

に周知した旨報告するものとする。

（１） 市長が説明会対象者と定めた者に届出の概要を直接配布すること。

 （２） 前号に定めるもののほか，市長が適切と認める方法

   第５章 意見

 （意見の具申）

第１２条 法第８条第２項の規定による意見の申出は，別記様式第１３号の意見書により，

経済部商業振興課に郵送その他の市長が適切と認める方法により行うものとする。

２ 前項の意見書に係る法第８条第３項の規定により公告する意見の概要は，意見の内容に

限るものとし，意見を述べた者の氏名，住所等は含まないものとする。

３ 市長は，法第８条第２項の規定により述べられた意見のうち，公序良俗に反すると認め

られる部分については，法第８条第３項の規定による公告及び縦覧を行わないことができ

るものとする。

 （市の意見）

第１３条 市長は，法第８条第４項に規定する通知は，意見を述べる場合は別記様式第１４

号によるものとし，意見を有しない場合は別記様式第１５号によるものとする。

 （届出を変更しない旨の通知等）

第１４条 届出者は，法第８条第７項に規定する届出を変更しない旨の通知を行うときは，

別記様式第１６号により市長に通知するものとする。

２ 前項の通知をする者は，市長の意見を踏まえ規則第４条第１項各号に掲げる事項及びこ

れに準じる事項を変更しようとするときは，変更前及び変更後の当該事項を記載した書類

を添付するものとする。



３ 市長は，法第８条第７項に規定する届出を変更しない旨の通知があったときは，通知年

月日及び縦覧場所を公告するとともに，当該通知及び添付書類を公告の日から４月間縦覧

に供するものとする。

４ 第６条の規定は，前項の縦覧について準用する。

   第６章 勧告及び公表

 （勧告）

第１５条 市長は，法第９条第１項の規定による勧告は，法第８条第７項の届出又は通知の

日から２月以内に，別記様式第１７号により行うものとする。

 （公表の方法）

第１６条 法第９条第７項の規定による公表については，第５条の規定を準用するほか，報

道機関への資料提供によるものとする。

２ 市長は，前項の公表をしようとするときは，あらかじめ，当該届出者に対し，意見を述

べる機会を与えるものとする。

   第７章 報告の徴収

 （報告の徴収）

第１７条 市長は，法第１４条の規定により報告を求めるときは，期限を付して，これを求

めるものとする。

２ 前項の規定により報告を求められた者は，別記様式第１８号により市長に報告するもの

とする。

   第８章 交通流動予測

 （交通流動予測）

第１８条 市長は，届出者に対し必要に応じて，別に定めるところにより交通流動予測の提

出を求めるものとする。

２ 市長は，交通流動予測の内容に対し必要に応じて指導，助言等をすることができる。

   第９章 新潟市大規模小売店舗立地審議会



 （審議会への諮問）

第１９条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，新潟市大規模小売店舗立地審議

会に諮問し，その意見を聴くものとする。   

 （１） 法第８条第４項の規定による意見を定めようとするとき。

 （２） 法第９条第１項の規定による勧告をしようとするとき。

 （３） 前２号に定めるもののほか，大規模小売店舗の立地に関する重要事項を決定しよ

うとするとき。

２ 前項の規定にかかわらず，法第６条第２項及び法附則第５条第１項（同条第３項におい

て準用する場合を含む。）の届出のうち，大規模小売店舗周辺の地域の生活環境に与える

影響が少ないと認められる場合は，諮問しないことができるものとする。

   第１０章 雑則

 （その他）

第２０条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の施行に関し必要な事項は，市長が別に

定める。

附 則

 この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。

附 則

 この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則

 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。



別記様式第１号（第７条関係）

                               年  月  日

軽微変更適用要望書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

大規模小売店舗立地法（第６条第２項・附則第５条第１項・附則第５条第３項）の規

定により  年  月  日付けで届出した大規模小売店舗に係る変更について，新潟

市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第７条第１項の規定により下記のとおり要望し

ます。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 変更しようとする事項

   （変更前）

   （変更後）

  ３ 変更する年月日

  ４ 変更する理由

  ５ 上記２の変更が大規模小売店舗法第６条第４項ただし書の規定による軽微な  

   変更に該当する理由



別記様式第２号（第７条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

軽微変更適用通知書

大規模小売店舗立地法（第６条第２項・附則第５条第１項・附則第５条第３項）の規

定により  年  月  日付けで届出であった下記の大規模小売店舗の変更につい

ては，同法第６条第４項ただし書の規定による軽微な変更として認められるので，新潟

市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第７条第２項の規定により通知します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 変更の内容



別記様式第３号（第８条関係）

                             年  月  日

取下届出書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

  大規模小売店舗立地法（第５条第１項・第６条第２項・附則第５条第１項・附則第５

条第３項）の規定により  年  月  日付けで届出をした下記の大規模小売店舗の

（新設・変更）届出書を取り下げるので，新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第

８条第１項の規定により提出します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 取下げをする理由

処

理

欄

受付年月日    年  月  日

受 付 番 号

備 考



別記様式第４号（第９条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

説明会開催に代わる要旨掲示通知書

  大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定により   年  月  日付けで届出

のあった下記の大規模小売店舗の変更については，同法施行規則第１１条第２項の規定

により説明会を掲示に代えることを認めるので，新潟市大規模小売店舗立地法事務処理

要綱第９条第１項の規定により通知します。

  なお，届出等の要旨の掲示は，同要綱第９条第２項の規定により行ってください。

記

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

２ 変更の内容



別記様式第５号（第９条関係）

大規模小売店舗変更計画概要書

大規模小売店舗立地法施行規則第１１条第２項の規定により掲示します。

 １ 大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による届出年月日

 ２ 大規模小売店舗設置者の氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）及び住

所（法人にあっては所在地）

 ３ 大規模小売店舗の名称及び所在地

 ４ 変更しようとする事項

   （変更前）

   （変更後）

 ５ 変更年月日

 ６ 変更する理由

 ７ 届出に添付した図書の概要

 ８ 掲示期間

      年  月  日 から   年  月  日 まで

 ９ 掲示責任者及び連絡先

 備考 この用紙の大きさは，日本工業規格Ａ３以上にしてください。



別記様式第６号（第９条関係）

                             年  月  日

掲示報告書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

  説明会の開催に代えて，下記のとおり掲示をしたので，新潟市大規模小売店舗立地法

事務処理要綱第９条第４項の規定により報告します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 掲示の概要

   （１） 掲示期間

        年  月  日 から    年  月  日 まで

   （２） 掲示場所

  ３ 住民等の意見及び設置者の応答

  ４ 添付資料（図面，写真等）



別記様式第７号（第１０条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

説明会開催回数指定通知書

  大規模小売店舗立地法（第５条第１項・第６条第２項）の規定による  年 月

  日付けの届出に係る説明会の開催回数は，同法施行規則第１１条第１項ただし書

 の規定により下記のとおり指定するので，新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要

 網第１０条第２項の規定により通知します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 説明会開催回数          回



別記様式第８号（第１０条関係）

                             年  月  日

地元説明開催計画書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

  大規模小売店舗の（新設・届出事項の変更）に係る説明会の開催について，下記のと

おり計画しているので，新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第１０条第３項の規

定により，報告します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 説明会開催日時

  ３ 開催場所

  ４ 公告をしようとする日

  ５ 公告の方法

  ６ 公告の範囲

  ７ 公告の内容



別記様式第９号（第１０条関係）

                             年  月  日

地元説明実施状況報告書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

  大規模小売店舗立地法第７条第１項の規定により，下記のとおり説明会を実施したの

で新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第１０条第６項の規定により報告します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 説明会の日時等の公告の方法及び公告した日

  ３ 実施日時

  ４ 実施場所

  ５ 出席者

  ６ 議事の概要（説明の内容）

  ７ 陳述意見（事項及びその内容）

  ８ 陳述意見に係る設置者の応答内容

  ９ その他



別記様式第１０号（第１１条関係）

                             年  月  日

説明会開催不能報告書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

  新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第１１条第１項の規定により，下記のとお

り報告します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 説明会の日時等の公告の方法及び公告した日

  ３ 説明会を開催することのできない事由

    □ 天災，交通の途絶その他の不測の事態によるもの（大規模小売店舗立地法施

行規則第１３条第１項第１号該当） 

     （具体的な理由） 

    □ 説明会開催者以外の者により説明会の開催が故意に阻害されることによる

もの（施行規則第１３条第１項第２号該当） 

     （具体的な理由） 

備考

１ 説明会の開催することのできない事由については，該当する項目の□に印を 

付けてください。 

２ 説明会を開催することのできない事由の発生を証する資料を添付してくださ 

い。 



別記様式第１１号（第１１条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

説明会開催不能承認通知書

  大規模小売店舗立地法第５条第１項又は第６条第２項の規定による  年  月

   日付けの届出に係る説明会は，同法施行規則第１３条第１項の規定のより，説

 明会開催者の責めに帰することができない事由により開催できないものと認めるので，

新潟市大規模小売店舗立地法事務処理要綱第１１条第２項の規定により通知します。

  なお，説明会に代わる届出等の内容等を周知する方法は，同要綱第１０条第４項の規

定により行ってください。

記

  大規模小売店舗の名称及び所在地



別記様式第１２号（第１１条関係）

                             年  月  日

説明会に代わる周知報告書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

  説明会に代わる届出等の内容の周知について，下記のとおり実施したので，新潟市大

規模小売店舗立地法事務処理要綱第１１条第３項の規定により報告します。

記 

 １ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

 ２ 周知した時期 

 ３ 周知の方法 

 ４ 周知の内容（添付書類） 



別記様式第１３号（第１２条関係） 

                   （表） 

  年  月  日

意見書 

（あて先）新潟市長 

               住所（団体にあっては所在地） 

               氏名（団体にあっては名称及び代表者の氏名） 

               電話番号 

  大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により，意見を提出します。 

  なお，裏面の内容については，同法第８条第３項の規定により縦覧に供されること

を了承します。

【意見書の記載及び提出について】 

１ 大規模小売店舗を設置する者が「その生活環境の保持のため配慮すべき事項」

についての意見をお書きください。 

２ （表）（この面）に意見書提出者の氏名等及び住所等をお書きください。

  ご意見の趣旨が確認できないので，匿名での意見は受付けません。 

３ 裏面の意見の内容は，日本語により，意見の理由を含めてお書きください。

４ 意見書は，意見を述べようとする大規模小売店舗の新設等の届出が公告され

てから４か月以内とされていますので，提出期限にご注意ください。 

５① 意見書の概要（住所，氏名等を除く。）は新潟市公告式条例に規定する 

  掲示場に掲示され，及び新潟市ホームページに掲載され，一般に公開され 

ます。 

② 裏面の意見書は，経済部商業振興課及び届出に係る店舗の所在地を所管す

る区役所で，１か月間一般に縦覧されます。 

③ ご意見が公序良俗に反すると認められる場合には，公告及び縦覧に供しま

せん。 

６ 意見書の提出先は，次のとおりです。（郵送又はお持ちください。） 

〒９５１－８５５０ 新潟市学校町通一番町６０２番地１ 

          新潟市経済部商業振興課 

          電話番号 ０２５－２２８－１０００（代表） 

処

理

欄

受付年月日  年 月 日

受 付 番 号

備 考



（裏）

■ この意見書は，経済部商業振興課及び届出に係る店舗の所在地を所管する区役所で

１か月間縦覧に供されます。 

■ 意見の概要は，新潟市ホームページに掲載されます。 

大規模小売店舗の名称

大規模小売店舗の所在

地 

意見の対象となる生活

環境の保持のための配

慮すべき事項（該当番

号に○印を付けてくだ

さい。） 

１ 大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき基本的な

事項 

２ 駐車需要の充足等交通に係る事項 

３ 歩行者の通行の利便の確保等 

４ 廃棄物減量化及びリサイクルについての配慮 

５ 防災・防犯対策への協力 

６ 騒音の発生に関する事項 

７ 廃棄物に係る事項 

８ 街並みづくり等への配慮等 

意見の内容 

理由（具体的に記入し

てください。） 

意見提出者の氏名及び

住所（団体にあっては

団体名及びその代表者

の氏名並びにその所在

地） 

（氏名等を縦覧に付されて差し支えない場合のみお書き

ください。） 

意見書 



別記様式第１４号（第１３条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

大規模小売店舗の届出に係る意見について

    年  月  日付けで届出のあった大規模小売店舗の（新設・変更）につい

 て大規模小売店舗立地法第８条第４項の規定により，下記のとおり意見を述べます。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 意見

  ３ 理由



別記様式第１５号（第１３条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

大規模小売店舗の届出に係る意見について

    年  月  日付けで届出のあった下記の大規模小売店舗の（新設・変更）につ

いて，大規模小売店舗立地法第８条第４項の規定により，意見を有しない旨を通知しま

す。

記

  大規模小売店舗の名称及び所在地



別記様式第１６号（第１４条関係）

                             年  月  日

届出事項を変更しない旨の通知書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

     年  月  日付け  号による新潟市の意見について，届出事項の変更はし

ないので，大規模小売店舗立地法第８条第７項の規定により，下記のとおり通知します。

記 

 １ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

 ２ 変更しない理由 

 ３ 大規模小売店舗立地法第５条第２項の規定による添付資料を変更する場合におい

てはその変更内容及びその理由 

  （変更前） 

  （変更後） 

  （理由） 

処

理

欄

受理年月日   年  月  日

受 理 番 号

備 考



別記様式第１７号（第１５条関係）

第       号

年  月  日

         様

                         新潟市長       印

大規模小売店舗の届出に係る勧告について

    年  月  日付けの大規模小売店舗立地法第８条第７項の規定による（届出事

項変更届出書・変更しない旨の通知書）については，新潟市が述べた意見を適正に反映

しておらず，当該店舗の周辺の地域の生活環境に著しい悪影響を及ぼす事態の発生を回

避することが困難であると認められるため，同法第９条第１項の規定により，下記のと

おり必要な措置をとるよう勧告します。

記

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地

  ２ 勧告の内容

  ３ 勧告の理由



別記様式第１８号（第１７条関係）

                             年  月  日

大規模小売店舗立地法第１４条の規定に基づく報告書

（あて先）新潟市長

               住所（法人にあっては所在地）

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

    年  月  日付け   号をもって報告を求められた事項について，新潟市大

規模小売店舗立地法事務処理要綱第１７条第２項の規定により，下記のとおり報告しま

す。 

記 

  １ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  ２ 報告を求められた事項 

  ３ 報告の内容 

  ４ 添付資料（図面等） 




